
事 務 連 絡

平成２５年１２月１２日

各都道府県財政担当課

各都道府県市町村担当課

各都道府県議会事務局 御中

各指定都市財政担当課

各指定都市議会事務局

総務省自治財政局財政課

平成２５年度補正予算（第１号）に伴う対応について

政府は、平成２５年１２月１２日に、平成２５年度補正予算（第１号）の概算

について閣議決定したところであります。

これに伴う財政措置等として別紙のとおり講じることを予定しておりますので、

お知らせいたします。

また、貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかに措置の内

容を御連絡いただくようお願い申し上げます。

【担当】

総務省自治財政局

財政課財政計画係 髙梨

電話 03-5253-5612
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（別 紙）

第１ 国の補正予算

本日、政府は平成２５年度補正予算（第１号）の概算について閣議決定し

（別添資料参照）、次期通常国会に提出する予定である。

今回の補正予算においては、歳出面で、「好循環実現のための経済対策」

（平成２５年１２月５日閣議決定。以下「経済対策」という。）に沿って、

競争力強化策関連経費１兆３，９８０億円、女性・若者・高齢者・障害者

向け施策関連経費３，００５億円、防災・安全対策の加速関連経費１兆

１，９５８億円等を追加計上するほか、既定経費の減額１兆５，３３４億円

の修正減少額を計上している。また、歳入面で、税収２兆２，５８０億円、

税外収入３，６５９億円、前年度剰余金受入９，１０８億円等を追加計上等

している。

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも平成２５年度当初予算に

対し、５兆４，６５４億円増加し、９８兆７７０億円となっている。

第２ 補正予算に係る財政措置等

１ 通常収支分

今回の補正予算においては、国税の増収見込み等に伴い地方交付税の増が

見込まれるとともに、歳出の追加に伴う地方負担が生じること等から、以下

のとおり財政措置を講じる予定である。

(1) 地方交付税

今回の補正予算において、地方交付税法第６条第２項の規定に基づき増

額される平成２５年度分の地方交付税の額１１，６０８億円（平成２４年

度精算分４，１７６億円、平成２５年度国税五税の自然増に伴うもの

７，４３２億円）については、平成２５年度において普通交付税の調整額

の復活に要する額２５９億円を交付することとしたうえで、残余の額

１１，３４９億円について平成２６年度分として交付すべき地方交付税の

総額に加算して交付する措置を講じることとしていること。

(2) 追加の財政需要

① 今回の補正予算により平成２５年度に追加される投資的経費に係る地

方負担額については、原則として、地方負担額の１００％まで地方債を

充当できることとし、後年度における元利償還金の５０％（当初におけ
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る地方負担額に対する算入率が５０％を超えるものについては当初の算

入率）を公債費方式により基準財政需要額に算入し、残余については、

原則として、単位費用により措置することとしていること。

なお、詳細については、別途お知らせすることとしていること。

② 地方債の対象とならない経費については、地方財政計画に計上された

追加財政需要額（４，７００億円）の一部により対応することとしてい

ること。

(3) がんばる地域交付金（地域活性化・効果実感臨時交付金）

経済対策において、アベノミクス効果の全国への波及が求められる中で、

景気回復が波及していない財政力の弱い市町村が行う地域活性化に向けた

事業に対して、「がんばる地域交付金（地域活性化・効果実感臨時交付

金）」を交付することとされていること。

がんばる地域交付金の総額は、８７０億円とされており、各市町村への

交付限度額は、今回の補正予算に計上された公共事業等の地方負担額等に

応じて算定されること。

がんばる地域交付金の充当対象は、各市町村が策定するがんばる地域交

付金に係る実施計画に掲載された事業のうち、地方単独事業の所要経費、

国庫補助事業（法令に国の補助負担割合が規定されていないものに限

る。）の地方負担分としており、各市町村の申請に基づいて、交付限度額

を上限として交付額が決定されること。

なお、詳細については、別途お知らせすることとしていること。

２ 東日本大震災分

東日本大震災に係る復旧・復興事業や全国防災事業に係る地方負担額につ

いては、以下のとおり財政措置を講じる予定である。

(1) 復旧・復興事業

① 東日本大震災復興交付金事業等（公営住宅建設事業を除く。）に必要

な経費に係る地方負担額については、震災復興特別交付税により全額を

措置することとしていること。

② 上記①以外の事業（公営住宅建設事業及び災害援護貸付金を受けて実

施する事業）に係る地方負担額については、通常どおりの扱いとするこ

ととしていること。

(2) 全国防災事業
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防災対策推進学校施設環境改善交付金事業に係る地方負担額について

は、その１００％まで地方債（全国防災事業）を充当できることとし、後

年度における元利償還金の８０％を公債費方式により基準財政需要額に算

入することとしていること。

３ 上記１(1)及び２(1)①の措置を講じるため、「地方交付税法の一部を改正

する法律案」を国会に提出する予定である。

なお、経済対策においては、「本経済対策の効果が速やかに発現し、消費

税率引上げに伴う反動減に適切に対応できるよう政府を挙げて迅速に対策の

具体化を図るとともに、地方公共団体に対しても速やかな対応を要請す

る。」とされていることに留意されたい。
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（別添資料）
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